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特設注意市場銘柄の指定および上場契約違約金の徴求に関するお知らせ 
 
当社は、本日付で、株式会社東京証券取引所より特設注意市場銘柄に指定されるとともに、上場

契約違約金の徴求を受けることとなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
１．特設注意市場銘柄指定および上場契約違約金の徴求の理由 
  株式会社東京証券取引所より以下のとおり指摘を受けております。 
 
  株式会社東京衡機（以下「同社」という。）は、2023 年 3 月 3 日に同社における不適切な会計

処理に関する第三者委員会の調査報告書を開示し、同年 3 月 8 日に過年度の決算内容の訂正を開

示しました。 
これらにより、同社では、商事事業担当取締役らの関与によって、商事事業において販売価格

と仕入価格の純額を手数料収入として会計処理すべき取引を、取引商材の販売価格で売上高に総

額計上するなどの不適切な会計処理を行っていたことが明らかになりました。その結果、同社は、

2019 年 2 月期から 2023 年 2 月期第 2 四半期までの決算短信等において、上場規則に違反して虚

偽と認められる開示を行い、それに伴う決算内容の訂正により、同社の主たる事業である商事事

業に係る売上高の大半が取り消され、2020 年 2 月期、2021 年 2 月期及び 2022 年 2 月期の連結

売上高が 10％以上減少し、特に 2021 年 2 月期において約 53％、2022 年 2 月期において約 45％
の減少を伴う連結売上高の訂正が生じていることなどが判明しました。 

  こうした開示が行われた背景として、本件では主に以下の点が認められました。 
・商事事業担当取締役は、商事事業の売上高を総額計上するために意図的に稟議内容を調整する

など、商事事業の売上高を増やすことを強く意識し、取引の実態よりも数字を重視する姿勢が

見られたほか、その他の役職員も、当該姿勢や書類の記載内容が実態と異なることを認識し得

たにもかかわらず疑義を呈することがなかったなど、会計知識及びコンプライアンス意識が欠

如していたこと 
・取締役は、監査法人から商事事業の内部統制に関する指摘事項を報告されたにもかからず、商

事事業担当取締役に対して改善を十分に促しておらず、取締役相互間の監督機能が十分に機能

していなかったこと 
・監査役は、監査法人からの指摘を踏まえ商事事業担当取締役に是正を求めていたものの、是正

状況の継続的な確認や、厳格な改善措置を求めるまでには至っておらず、不十分な対応となっ

ていたこと 
・内部監査部門は、商事事業において稟議決裁前に仕入先に対する発注を行っている状況などを

発見していたにもかかわらず、形式的な改善指示を行うにとどまっており、内部監査部門とし

ての十分な役割を果たしていなかったこと 



・同社は中国子会社の不正に起因する適時開示の規定に違反したことにより 2018 年 3 月に改善

報告書を提出しているが、改善報告書に記載された改善策の一部は、一過性のものとして徹底

されていなかったこと 
  本件は、投資者の投資判断に重要な影響を与える虚偽と認められる開示が行われたものであり、

同社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められることから、同社株式を特設注意

市場銘柄に指定することとします。 
また、本件は、上記背景のもと投資判断情報として重要性の高い決算情報について長期間にわ

たり誤った情報を公表し続けたものであり、当取引所市場に対する株主及び投資者の信頼を毀損

したと認められることから、同社に対して、上場契約違約金の支払いを求めることとします。 
 
２．特設注意市場銘柄指定日 

2023 年 3 月 30 日（木） 
 
３．特設注意市場銘柄指定期間 

2023 年 3 月 30 日から原則として１年間の改善期間の後、当社から株式会社東京証券取引所に

「内部管理体制確認書」を提出して指定解除の審査を受け、当該審査の結果、内部管理体制等に

問題があると認められない場合には指定解除となります。一方で、内部管理体制等に問題がある

と認められた場合は原則として上場廃止となりますが、その後の改善が見込まれる場合には特設

注意市場銘柄の指定が継続され、6 ヶ月間改善期間が延長されます。なお、特設注意市場銘柄の

指定中であっても、実地調査等で内部管理体制等の改善見込みがなくなったと認められた場合に

は上場廃止となります。 
 

４．上場契約違約金について 
当社は、株式会社東京証券取引所より、上場契約違約金として 1,440 万円の支払いを求められ

ております。 
 

５．今後の対応 
本件につきましては、株主の皆様をはじめ投資家、市場関係者の皆様ならびにお取引様その他

すべてのステークホルダーの皆様に多大なご心配とご迷惑をおかけしておりますことを深くお詫

び申し上げます。 
当社は、2023 年 3 月 8 日付「第三者委員会の提言を受けた再発防止策の策定等に関するお知ら

せ」にてお知らせいたしましたとおり、第三者委員会から指摘を受けた問題点に対する改善策の

提言に沿って再発防止策の概要を策定し、具体的な実施内容が詰められていない項目については

本年 5 月末を目途に詳細を詰め改善状況とあわせて公表する予定でありますが、今回の特設注意

市場銘柄指定を受けて、今後当社のガバナンス・内部管理体制を再整備し強化していくために、

さらに踏み込んだ改善計画を策定し、1 年の改善期間を経て指定の解除が受けられるように当社

グループの役職員一丸となって皆様からの信頼回復に向けて改善に尽力してまいります。 
 

以 上 


